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原子力損害賠償･廃炉等支援機構｢東京電力ホールディングス㈱福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン2017概要版（2017.8.31）」をもとに作成
（http://www.dd.ndf.go.jp/jp/strategic-plan/book/20170831_SP2017OV.pdf）（2018年7月25日に利用)

開発実用化

応用研究

基礎研究

（共通基盤技術の開発・
基盤施設の整備・基礎データ整理）

基盤研究

東京電力
ホールディングス

JAEA/CLADS

IRID等の
研究開発機関

基礎研究機関
(大学等)

1Fの廃止措置に係る研究開発においては、基礎・基盤研究から応用研究、開発・実用化に至るまで
多様な機関が連携しています。

1F廃止措置

福島第一原子力発電所の廃炉に係る研究開発に関する役割分担
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福島第一原子力発電所の廃炉に係る研究開発実施体制の概略

出典：原子力損害賠償・廃炉等支援機構『東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の
廃炉のための技術戦略プラン2020』p65
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【オンサイト研究】
廃炉環境国際共同研究センター
（CLADS）

※福島県環境創造センター
研究棟に入居し活動

福島の環境回復に係る
環境動態研究等を実施

【三春町】
廃炉環境国際共同研究センター
（CLADS）

※福島県環境創造センター
環境放射線センターに入居し活動

福島の環境回復に係る環
境モニタリング・マッピング
技術開発等を実施

【南相馬市】

環境放射線センター

廃炉環境国際共同研究センター
（CLADS）
国内外の英知を結集し、
安全かつ確実に1Fの廃
止措置等を実施するため
の研究開発、人材育成
等を実施

国際共同研究棟

【富岡町】

楢葉遠隔技術開発センター
(NARREC;経産省所管)
1Fの廃止措置推進のための
遠隔操作機器（ロボット等）の
開発・実証試験を実施

研究管理棟

試験棟
外部利用が可能な施設、詳細は下記URL参照
https://naraha.jaea.go.jp/use/flow.html

【楢葉町】

大熊分析・研究センター
（経産省所管）
1Fの廃止措置推進のた
めの放射性廃棄物や燃
料デブリの分析・研究を
行う施設の整備 施設管理棟

第２棟

第１棟

【大熊町】

東京電力ホールディングス
福島第一
原子力発電所（1F）

福島における日本原子力研究開発機構（JAEA）の研究拠点
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【オフサイト研究】

研究棟

廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）

福島における基礎・基盤研究の中核であるＣＬＡＤＳの機能を強化し、オンサイト／オフサイト研究を一つの指揮命令系統の下
で進めるため、令和２年４月より、別の組織であった福島環境安全センター（三春町、南相馬市）を廃炉国際共同研究センター
に統合し、「廃炉環境国際共同研究センター（ＣＬＡＤＳ）」に名称を変更。



（１）国内外の英知を結集する場の整備 130百万円（130百万円）

○廃炉環境国際共同研究センター「国際共同研究棟」の運用等
国内外の英知を結集し廃炉に係る研究開発・人材育成を実施するため、大学・研究機関

等が供用できる施設として、廃炉環境国際共同研究センター「国際共同研究棟」を福島県
富岡町に整備し、平成２９年４月から運用を開始。

東京電力（株）福島第一原子力発電所の安全かつ確実な廃止措置に資するため、日本原子力研究開発機構
廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）を中核とし、廃炉現場のニーズを一層踏まえた国内外の研究機関等との研究
開発・人材育成の取組を推進。

概 要

（２）国内外の廃炉研究の強化・ 中長期的な人材育成機能の強化 3,971百万円（4,120百万円）

○廃炉環境国際共同研究センターによる廃炉研究開発の推進
（JAEAにおいて実施） 2,653百万円（2,802百万円）
廃炉環境国際共同研究センターにおいて、人的資源や研究

施設を最大限活用しながら、燃料デブリの取り扱い、放射性廃
棄物の処理処分、事故進展シナリオ解明、遠隔操作技術等の
幅広い分野において、基礎的・基盤的な研究を実施。

○英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業
（大学等において実施） 1,318百万円（1,318百万円）
廃炉環境国際共同研究センターを中核とし、国内外の多

様な分野の知見を組織の垣根を越えて融合・連携させること
により、中長期的な廃炉現場のニーズに対応する研究開
発・人材育成を推進。

「東京電力(株)福島第一原子力発電所の
廃止措置等研究開発の加速プラン」の実現

令和3年度予算額 4,100百万円
うちエネルギー対策特別会計予算額 1,536百万円
(前年度予算額 4,249百万円）

※運営費交付金中の推計額含む

研究開発の取組例

建屋内放射線イメージャーの開発 炉内線量の線量率分布評価

国際共同研究棟

CLADSを中核に48研究代表、再委託先含めのべ149大学等と連携 高専生による廃炉ロボコン

英知事業の取組例

競技中のロボット

福島第一の現場を模した競技会場
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国内外の英知を結集して１F廃炉に必要な技術をIRIDや東電等へ提供
1Fの安全かつ確実な廃止措置を実施するため､国内外の英知を結集、
国内外の大学や研究機関と連携しつつ、研究成果を１F廃炉へ貢献

炉内状況の解明
遠隔による3次元的な放射線分布の可
視化技術の開発。廃炉現場作業を支援。

燃料デブリ取出し方法の確定に向けて、原子炉
圧力容器内の破損状況の高度化を図る。また、
炉内の線量評価手法を開発する

燃料デブリ状況の解明

放射性廃棄物の処理処分
廃棄物の保管、処理、処分方法の確立に
向け、廃棄物の分析を継続するとともに、安
全な保管、処理、処分技術を開発

遠隔操作計装技術開発

デブリ取出し用ロボットアームの開発（IRID)

東電における１F廃炉作業

1号機原子炉建屋内の
高線量部位の把握に貢献

格納容器(PCV)内
線量率分布を予測

模擬デブリを用いた試験等から実燃料デブリの性
状を推定し、デブリ取出し計画へ反映、実燃料
デブリの分析要素技術を開発

水蒸気流量
少 多

試験体

１F事故時の燃料集合体の破
損挙動を解明

デブリへの接触調査(東電）

IRID等におけるエンジニアリング
炉内状況の推定

汚染分布を統計的に解析する手法
としてベイズ統計の適用性を評価

１Fの廃棄物サンプル
を採取・分析

汚染水の処理により発生する二次
廃棄物の分析

燃料デブリのイメージ図

CLADSにおける研究開発の全体像 研究開発

5
開発したコンプトンカメラをロボットに搭載に、１Ｆ原子炉
建屋内において実証試験を実施。高線量率箇所の可
視化に成功。

製作した小型の
放射線可視化装置

（コンプトンカメラ）の外観

約680g

米国スリーマイルアイランド原子力発電所事故で発生した燃料
デブリの分析データを基に１Fデブリの状態を推定



6

基礎・基盤研究マップについて 研究開発
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使用済燃料プールからの燃料取り出し 燃料デブリ取り出し

廃棄体検認

現状把握

取り出し

炉内状況把握

作業環境の向上

廃棄物の減容化、
廃棄体化

環境回復

クリアランス

処理・処分・環境回復
（燃料に由来するα核種が
含まれる廃棄物含む）

遠隔技術 測定・分析技術可視化技術
技術基盤研究

耐放射線性

建屋内状況把握

構造健全性

放射性物質の閉じ込め 止める/冷やす/水素
（安定状態の維持）

安定状態の維持

輸送・保管・貯蔵

放射性物質の閉じ込め

キャラクタリゼーション②
処分

キャラクタリゼーション①

処分概念

取り出し工法・システム

標準化 ナレッジマネジメント

社会的基盤研究

燃料デブリの分別

〇法整備 〇人材育成 〇地域共生 〇情報発信
〇持続可能性の確保 〇労働環境管理

戦略・リスク

環境動態

PCV/RPV/
建屋の解体

現状把握
解体廃棄物分別基準

構造健全性

解体シナリオ

解体
除染

汚染水対策

現状把握
地下水・

汚染水管理・
抑制

水処理

廃炉を合理的に進めるための全体戦略（プロセスの全体最適、リスク管理、経済合理性）

リスク評価

廃棄物

輸送・保管・貯蔵
（燃料に由来するα核種が含まれる廃棄物含む）

取り出し

時系列を加え、再整理

WEB上で詳細版を表示

東電現場レビュー

時系列の追加、７７件ある一件一様の全てに対し、東京電力HDの現場レビューを実施することにより
ニーズを更に明確化 7

ニーズ主導の研究開発の深化 研究開発
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英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業

採択機関（大学等）

文部科学省

事務
委託

事業
実施

研
究
委
託

（～Ｈ２９採択分まで） 英知事業（文科省委託） （Ｈ３０採択分～） 英知事業（CLADS補助金）

採択機関（大学等）

JAEA/CLADS

事務局

事業
実施

中長期的な研究戦略や基礎的・
基盤的研究テーマの設定等の
基本方針を提示

事務作業に
係る指示

研
究
委
託

共
同
研
究

ステアリングコミッティ
構成員：NDF、東電、メーカー、有識者、

経産省、文科省

基本方針の
提示

文部科学省

平成30年度新規採
択課題分から移行。

令和２年度末で全て
の移行が完了。

事務局

英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業（英知事業） 研究開発

フィード
バック

補助金

事務局

英知事業は平成27年度の開始以降、文部科学省の委託事業として実施していたが、この形態では文部科学省と各大学が
委託契約を結ぶことになり、研究の成果が文部科学省に集まり、東電１F廃炉現場へ活用しづらい等の課題があった。

平成29年度にJAEA/CLADSの現地拠点となる国際共同研究棟が富岡町に完成したことを受けて、平成30年度新規採択分
から段階的にJAEA補助金事業へ移管。令和２年度末をもって全ての事業がＪＡＥＡ補助金事業への移管が完了。

これまで英知事業とＣＬＡＤＳでそれぞれ廃炉研究を実施してきたが、JAEA補助金化によってCLADSとアカデミアの連携を
強化し、ＣＬＡＤＳのみでは成し得なかったアカデミアの広い英知を活用した横断的研究が可能となる体制を構築。



CLADSは国内外のアカデミア・研究機関・企業、４８の研究
代表、再委託含め延べ１４９機関と連携体制を構築

課題解決型廃炉研究ＰＧ 国際協力型廃炉研究ＰＧ

共通基盤型原子力研究ＰＧ

若手 一般 研究人材育成型廃炉研究ＰＧ

国際協力型廃炉研究ＰＧ

若手 一般

CLADSを中核とした連携体制を構築 研究開発
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CLADSオンサイト研究の成果例

【成果の展開・応用】

○東京電力及びメーカーと共同で、１Ｆ排水路において、水中の
放射性物質をリアルタイムで検出可能であることを実証。

○JAEAよりメーカーに技術移転し、令和２年１月末より本装置が
１Ｆの排水路に設置され運用を開始。

研究開発

汚染水の漏えいをリアルタイムで検出できる
水中放射線測定装置の開発

○これまで、１Ｆ構内で排水路の放射線を測定するためには、排水

路の水を実際にサンプリングし、分析する必要があり、分析に数
時間を要していた。

○JAEAは、水中でリアルタイムで測定できるファイバ型モニターを開

発。１Ｆ排水路のモニタリング装置として実際に活用可能であるこ
とを確認。

開発したファイバ型モニター 水に直接沈めて使用

β＋γ線を検出 γ線を検出

樹脂
(β線とγ線を透過) ステンレス

(β線を遮蔽)

差分からβ線のみ
検出可能
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小型・軽量測定装置により目に見えない放射
線の分布状況を可視化する手法を開発

【成果の展開・応用】

○１Ｆの広い範囲が汚染している環境において、従来の測定装置に
よる測定では個別地点での測定しかできず、空間的分布をとらえ
ることができなかった。

○JAEAは小型・軽量な装置（コンプトンカメラ）を用いて空間的に分

布した目に見えない放射性物質による汚染状況を一度に可視化
する放射線測定手法の開発に成功。

○１Ｆの現場で実用化するため、令和元年度は東京電力への技術
指導を実施。

○１Fサイトを活用した実証試験を東京電力から費用を得て実施す

るとともに、更なる現場適用に向けて経産省「廃炉・汚染水対策
事業」に採択され研究を推進。

１Ｆ１号機原子炉建屋内において実証試験を
実施し、高線量率箇所の可視化に成功。

製作した小型の放射線
可視化装置の外観

コンプトンカメラを搭載
したロボット



先進的光計測技術を駆使した燃料デブリ組成の
その場分析法の開発

【成果の展開・応用】

○１Ｆの廃炉においては、溶融した燃料や構造材で構成されるデブ
リの組成をその場で迅速に測定する技術が求められる。

○耐放射線性の光ファイバーでレーザーを照射することで発生する
プラズマ光を分光分析することにより、デブリの元素組成を現場
で分析する基盤技術を開発（LIBSシステム）。

○現場の適用に十分な性能で対応できるようにするため、本手法の
高感度化、高分解能化等の技術の高度化を実施。

○令和３年度経産省「廃炉・汚染水対策事業」に採択され、実際
の現場でのデブリ分析に利用可能な技術とするためシステム
化等を推進中。

分析困難な放射性物質（ストロンチウム90Sr）の
迅速分析法の開発

【成果の展開・応用】

○放射性核種であるストロンチウム90（90Sr）は、従来法では複雑な

前処理作業に長時間（約２週間～１か月）を要し、かつ熟練の技
術が必要であり、分析作業の迅速化が課題。

○福島大学やJAEA等からなる研究チームで、高周波誘導結合プラ
ズマ-質量分析装置（ＩＣＰ-ＭＳ）を基軸とした90Ｓｒ分析に特化した
新たな分析手法を開発。１検体あたり約20分～30分の迅速分析
を達成。

○東京電力と協力して技術改良、実証実験、従来法とのクロス
チェックなどを重ね、平成26年12月より雨水のSr測定を中心に
１Ｆの現場で運用を開始。

○東京電力やメーカと協力し、海水が混入した水への適用や検
出限界値の向上に向けた技術開発を更に推進。

ＩＣＰ-ＭＳを用いた90Ｓｒ分析装置

英知事業における研究成果の例 研究開発
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研究代表者：若井田 育夫（JAEA） 受託期間：平成27～30年度 研究代表者：高貝 慶隆 （福島大学） 受託期間：平成27～令和１年度



○東京電力から、当該システムを令和４年度以降１Ｆの原子炉内
部調査で活用したいとの要望が寄せられた。

○令和３年度、英知事業と東京電力双方から費用を出し、現場適
用に向けたシステムの小型化や光ファイバーの長尺化等の機
能の向上及び現場適用に向けた課題の検証等を実施中。

英知事業における研究成果の例 研究開発

革新的発光材料の開発と１Ｆ炉内
放射線計測への活用

研究代表者：黒澤 俊介（東北大） 受託期間：平成30～令和2年度

5mm

○メーカや東京電力から費用を得て、本技術をボート型アクセス
装置等に搭載し、デブリ取り出しに向けた炉内冷却水漏えい箇
所特定に活用すべく、共同研究を実施中。

冷却水漏えいと周辺構造物情報を同時に
把握可能な新たな超音波センサの開発

研究代表者：木倉 宏成（東工大） 受託期間：平成27～29年度

○光学カメラでは視覚情報が得られにくい原子炉内において、冷却
水の漏えい検知、漏えい箇所特定に向けて水の流れを詳細に可
視化するとともに、炉内構造物の位置情報の取得を同時に行うこ
とのできる新たな超音波センサの開発に成功。

○開発したセンサをロボット等に搭載することで、炉内で冷却水漏え
い検知や炉内構造物の位置情報取得に活用できることを確認。

開発した新しいシンチレータ素子

○１Ｆの原子炉内の放射線量を測定するには遠隔での作業が前提
となるため、高い放射線環境下で正常に動作し、かつ離れた場
所まで信号（光）を伝送する技術が必要。しかし、従来のシンチ
レータ（青や緑色の発光）では発光量が低く遠隔まで光を届ける
ことが困難であった。

○英知事業において、高い発光量を有する赤色発光の新規シンチ
レータを開発。光ファイバーや光検出器と組み合わせ、高線量下
で遠隔で放射線量を測定することに成功。

従来法による冷却水の流れの
検出結果

冷却水の漏えい箇所とその周辺の構造物（左図）の位置情報を開発したセンサで検出（右図）
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【成果の展開・応用】
【成果の展開・応用】

新手法を用いた詳細な冷却
水の流れの検出結果

周辺構造物

漏えい箇所を模し
た穴（２cm）

冷却水漏えい
箇所を検知

周辺構造物

漏えい箇所と周辺構造
物の位置情報を同時に
取得し、補修可能に



H26～R１年度：第1期人材育成プログラム

原子力分野だけでなく多様な分野の学生が、福島第一原
子力発電所の廃炉に関心を持つことにより、長期的に廃炉
を支える人材の育成に貢献するため、全国の大学等に人
材育成の拠点を構築。
東京電力をはじめ廃炉に携わる企業との共同研究や廃炉
に関する研修、ワークショップを開催する等、多様な分野の
学生等が積極的に廃炉に関わるための契機となる取組を
推進。

R1年度～ ：第2期人材育成プログラム

廃炉に向けた人材育成の取組について 人材育成

【採択機関】
（H26）東北大学、東京大学、東京工業大学
（H27）福島大学、福井大学、福島高専、

地盤工学会（千葉工業大学、早稲田大学）

産学連携講座の開講 原子力発電所の視察

○原子力に限らない、材料、建築、土木、機械、情報科学など
異分野融合の体制を構築

○燃料デブリの分析技術の習得等、廃炉に関する学生実験環境
の充実 ⇒米国MITとの間で相互単位認定が可能に

○廃炉に関する特別講義の開設
○廃止措置に関する講義やサマーセミナー、１Fの見学等の実施
○廃炉に携わる民間企業との産学連携講座の開設 等

廃炉に関する学生実験の様子

これまで全国の大学において培ってきた多様な分野の知見
や経験を、CLADSに結集させる体制を構築。
CLADSと大学との間でクロスアポイントメントを活用した産
学官連携ラボラトリを設置することにより、将来の1F廃炉を
支える多様な分野の研究人材層とCLADSが強力な連携体
制を構築することを目指している。
【採択機関】
（R1）東北大学、東京大学、東京工業大学、福島大学

【取組内容】

【各大学における主な取組内容】

多様な分野の知見を１F廃炉に取り込むための
拠点を全国の大学に構築

CLADSを中核に全国の大学の知見を
結集する体制を構築

当該プログラム修了者503名のうち約20%にあたる83名の学生が
原子力関連の企業等を就職先に選択（平成30年度実績）。
このような実績が高く評価され、東京大学、東北大学、東京工業大
学、福島大学の拠点は英知事業終了後、東京電力等と4大学と
の間で包括協定を締結し、産学連携講座を開設（現在実施中）。
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